
 九州旅客鉄道株式会社の森でございます。皆様、本日はお忙しい中、ご参加いただき、誠にあ
りがとうございます。

 説明を始める前に、令和2年7月豪雨の被害に合われた方およびご家族の方、関係者の方に謹ん
でお見舞い申し上げます。

 本日は、「2021年3月期第1四半期決算」および「直近の状況と当面の取り組み、通期業績予
想」について説明いたします。

 まず、「2021年3月期第1四半期決算」について説明します。

 4ページをご覧ください。







 連結決算の営業収益は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う鉄道旅客運輸収入の減などに
より、対前年で386億円の減収となりました。

 営業利益は、列車の運休や店舗の休業に伴う経費の減があるものの、営業収益の大幅な減に伴
い、対前年で311億円の減益となり、157億円の営業損失となりました。

 特別損益は、JR九州ドラッグイレブンの株式売却益や日田彦山線の復旧に係る災害損失引当金
の計上などにより、対前年で69億円の増益となりました。

 その結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、対前年で174億円の減益となり、51億円の
純損失となりました。また、EBITDAは、対前年で305億円減少しました。

 続きまして、セグメント別の実績について説明いたします。次のページをご覧ください。



 運輸サービスセグメントについて、説明いたします。

 鉄道事業では、鉄道旅客運輸収入が新型コロナウイルス感染症の影響により大きく減少しまし
た。

 特に、4月から5月は緊急事態宣言に伴う外出自粛に加え、ゴールデンウィーク期間中にすべて
の在来線特急列車を運休したことなどより、中長距離を中心に大幅に落ち込みました。緊急事
態宣言解除後の6月についても、外出自粛の影響が残り、緩やかな回復に留まりました。

 また、高速船事業では、政府の要請による運航休止の状況が継続しております。

 その結果、対前年で268億円の減収、239億円の減益となりました。

 7ページをご覧ください。





 不動産・ホテルセグメントについて、説明いたします。

 不動産賃貸事業の中心である駅ビル事業については、休館や外出自粛の影響によりテナント売
上高が対前年60％程度減少した他、テナント支援を目的とした賃料減免などの影響により、大
幅に減収となりました。

 また、ホテル事業については、休館や外出自粛により大きな影響を受け、大幅に稼働率が減少
しました。

 その結果、対前年で82億円の減収、54億円の減益となりました。

 次のページをご覧ください。



 流通・外食セグメントについて、説明いたします。

 鉄道旅客の減少や駅ビルの休館等に伴う駅周辺施設への来客数の大幅な減少を受け、駅周辺店
舗を中心に苦戦しました。

 特に、外食事業では、ファーストフードのテイクアウト等は堅調に推移したものの、居酒屋・
レストランは外出自粛の影響を受け、厳しい状況となりました。

 その結果、対前年で63億円の減収、22億円の減益となりました。

 続きまして、「直近の状況と当面の取り組み」について説明いたします。13ページをご覧くだ
さい。











 運輸サービスセグメントについて、説明いたします。

 鉄道事業では、運輸取扱収入は4月を底として徐々に回復の傾向が見られるものの、中長距離
収入を中心に依然として外出自粛の影響が続いています。

 安心して鉄道をご利用いただくため、対面によらないインターネット列車予約サービスの強化
や駅施設・列車の換気・消毒など、新型コロナウイルスの感染拡大防止に努める取り組みを強
化しております。

 一方で、ネット予約限定の乗り放題型商品「みんなの九州きっぷ」をはじめとした割引商品を
投入するなど、新型コロナウイルスの状況を踏まえつつ、需要の拡大を図ってまいります。

 次のページをご覧ください。



 不動産・ホテルセグメントについて、説明いたします。

 不動産賃貸事業における駅ビル事業は、近距離収入の回復とともに、テナント売上高が徐々に
持ち直す傾向が見られますが、前年並みの回復には未だ至っていません。一方で、オフィスビ
ルおよび賃貸マンション事業ではコロナ禍の前後で空室率に変化は見られず、堅調に推移して
います。

 ホテル事業は、緊急事態宣言解除後も、ビジネスや観光のご利用減が続いており、厳しい状況
が継続しています。

 このような厳しい状況の中でも、駅を中心としたまちづくりを行う基本戦略は堅持し、宮崎お
よび熊本駅ビル開発の総仕上げを進めています。

 次のページをご覧ください。



 流通・外食セグメントについて、説明いたします。

 流通事業は、郊外店を中心に回復傾向にあり、巣ごもり需要を捉えて売場や品揃えの改善を進
めていきます。

 また、外食事業は、ファーストフード店を中心に回復傾向がみられることから、好調なテイク
アウトやオンライン販売の取り組みを強化していきます。

 次のページをご覧ください。



 キャッシュフローマネジメントについて、説明いたします。

 緊急事態宣言期間の収入状況等の継続を想定したワーストケースを前提として、既に1,400億
円の資金調達を行いました。

 第1四半期のEBITDAは対前年で305億円減少しておりますが、これまでの資金調達により、新
型コロナウイルス感染症の影響継続に耐えうる十分な資金を確保しています。

 さらに、当面は手元流動性を最優先とする考えのもと、設備投資についても鉄道の安全投資お
よび宮崎・熊本駅周辺開発への設備投資以外は、可能な限り抑制・先送りを進めています。

 加えて、単体の人件費・物件費については当初想定していた費用よりも100億円程度削減を目
指しており、各グループ会社においても費用の削減を進めております。

 続きまして、「2021年3月期業績予想・配当予想」について説明いたします。次のページをご
覧ください。



 これまでの説明を踏まえ、2021年3月期業績予想および年間配当金については、新型コロナウ
イルス感染症の影響により、今後の収入動向等が極めて不透明であり、業績予想の合理的な算
定が困難であることから、現時点では未定とさせていただきます。今後、予想が可能となった
段階で速やかに発表いたします。

 続きまして、「令和2年7月豪雨による主な被災状況」について説明いたします。次のページを
ご覧ください。



 ご心配をおかけしている令和2年7月豪雨については、熊本県を中心に九州全域で被害が発生し
、一時は20路線で運休が発生しました。

 現在もネットワークの復旧に向けて作業を進めておりますが、久大本線及び肥薩線の一部区間
については、橋梁流出等の甚大な被害が判明し、今後は復旧方法などの詳細な検討を進めてま
いります。復旧にかかる費用・期間についても、それらの検討の進捗に合わせて、公表してい
きます。

 続きまして、「持続可能なモビリティサービス構築に向けた取り組み」について説明いたしま
す。次のページをご覧ください。



 2030年長期ビジョンで目指すゴールの一つであるMaaSに関して、西日本鉄道さまをはじめと
した他の交通事業者さまとの連携を強化する取り組みを進めています。

 まず、今年3月より開始した、JR下曽根駅における当社の鉄道と西日本鉄道さまとの鉄道・バ
スの乗り継ぎ利便性の向上の取り組みは、お客さまから評価をいただいています。今後はエリ
ア拡大を図り、利便性の高いサービスの提供を通じて、公共交通機関を利用するお客さまの創
出・確保を目指した取り組みを推進していきます。

 また、宮崎においてMaaSに関する取り組みを推進しておりましたが、先日、国土交通省の「
日本版MaaS推進・支援事業」に選定され、秋より実証実験を開始します。持続可能な交通ネ
ットワークに向けて、地域とともに取り組みます。

 そして、2017年の九州北部豪雨で一部不通となっている日田彦山線は、不通区間をBRTで復旧
することが決定しました。一部区間では、沿線住民の皆さまの利便性向上の観点から、生活圏
に近い一般道の走行や停留所の増設を行い、地域の状況に合わせたBRTを運行する計画です。

 次のページをご覧ください。



 地方路線の活性化に向けて、自治体や沿線住民の皆さまと各線区のご利用現状を共有するた
め、線区別収支を公表しました。

 まずは厳しい状況を共有することが目的ですが、自治体や沿線住民の皆さまと協働して、各
線区のご利用増に繋がる施策の検討を進め、持続可能な交通ネットワークの構築を目指しま
す。

 次のページをご覧ください。



 今後のアウトラインについて説明いたします。

 現在は、本日のご説明の通り、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた既存事業の立て直し
が最優先であり、様々なステークホルダーとともに乗り越える施策に取り組むことで、企業存
続に向けて全力を尽くしてまいります。

 一方で、アフターコロナを見据え、様々なステークホルダーと協働し、持続可能なモビリティ
サービスを軸としたまちづくりの推進や更なる事業ポートフォリオの見直しの検討を進めてお
り、進捗は今後ご報告していきます。

 また、当面は財務健全性の維持を努めつつも、資本過多であるBSに対する課題認識は変わって
おらず、株主還元の重要性を認識しつつ、財務戦略の見直しの検討を進めています。

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。




